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日・米・英・仏・独／教科書で学ぶ 「国土とインフラ」

［第17回］日本の中学 「社会科」教科書かう学ぶ⑤

ーしっかり学ばせたい！ 「社会資本整備」と 「財政」（中学公民）一

わが国が公共投資を減5し続けてきた閏，欧米諸

国は公共投資を増やしてきました。道路を例にとる

と，イギリスやドイツやフランスでは，日本よりも

充実した高速道路ネットワークを利用することがで

きますが，彼うはさ5に日本以上のスピードで高速

道路整備を続けています。しかし，とうした事実を

日本の国民は「知らない」，あるいは「知うされて

いなし1」ょうです。また，根拠の暖昧な「公共事業

悪玉論」や「公共事業不要論Jが叫ばれることもあ

ります。本来，社会資本整備や公共事業のあるべき

姿は，正しい基本認識の下で論じられるべきで，そ

のための広報や教育が求められています。

中学校社会科の公民的分野の新学習指導要領は

「国民の生活と福祉の向上を図るために，社会資本

の整備，公害の防止など環境の保全，社会保障の充

実，消費者の保護など，市場の働きにゆだねること

が難しい諸問題に関して，国や地方公共団体が果た

している役割について考えさせる。また，財源の確

保と配分という観点から財政の役割について考えさ
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せる」としており，全ての中学生が「社会資本の整

備」や「財政」について学習しています。しかし，

教科書出版社によって 説明の内容や分量には大き

な差異があります。

「国土強靭化基本法」を教材として活用する（育

鵬社）

育鵬社の新しい教科書（平成28年度版）は，これ

までの社会資本整備の効果と現状（問題点）を，「日

本は高度成長期以降，新幹線や高速道路，橋や堤防

や水道管，港や空港といった社会的な基盤となる施

設（インフラストラクチヤー）を整備し，それを基に

世界有数の経済大国になりました。しかし，当時の

コンクリー卜構造物や港や堤防や水道管などの多く

は，整備・建設後すでに約50年を経過し，近年，

老朽化にどのように対応していくかが問題になって

います。それにもかかわらす、 政府の公共事業費は

2002（平成14）年度から削減され続け，それらの

点検・整備も十分には行えない状況になっています」

と，コンパクトかつ的確に指摘するとともに，

2013年に成立した「防災－減災等に資する

国土強靭化基本法」を教材として取り上げ，わ
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が国のインフラ整備の課題（今後のあるべき方向性）

を，次のように詳説しています。

［国民を守る防災・減災］日本は国土の地理的

な特性上，地震や津波や火山の噴火，台風や洪

水，大雪などの自然災害がしばしば起こりま

す。以前から，首都直下地震や東海・東南海・

南海地震の可能性も指摘されてきました。そこ

で， 2011（平成23）年に起こった東日本大震災を

受けて，大規模な災害による被害の拡大を防ぐ

ため，広く社会資本整備を進めることを盛り込

んだ「防災・減災等に資する国土強靭化基本法」

が2013年に成立しました。

この法律は，「人命の保護」「国家と社会の機

能の維持」「国民の財産と公共施設の被害の最

小化」「迅速な復旧・復興」の四つを基本目標

とし，2020年の東京オリンピック・パラリンピッ

クに向け，必要な対ー策を進めることになってい

ます。

老朽化などで損壊のおそれのある道路や橋な

どインフラを点検し，維持管理や更新を確実に

実施していくことは，私たちが安定した生活を

していくうえで，欠かせないことです。

また，災害時に国の中枢機能が失われないよ

うに，エネルギーや交通の過度な一極集中を避

け，鉄道や高速道路などの交通大動脈の代替

jレートを整備することなどにより，地方で、パッ

クアップする体制を整えるなどの危機管理シス

テムを構築することも必要です。

さらに，政府が迅速な避難や人命救助のため

の体制を確保し，地域での防災教育の充実を

図っていくことも今後の課題です。

インフラ整備・管理の重点ポイントを押さえる

（帝国書院）

帝国書院の新しい教科書（平成28年度版）も，

［乙れからの社会資本のあり方］に関する記述を大
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幅に更新し，以下の通り，最新のインフラ整備・管

理の重点ポイン卜を押さえた記述としています。ま

た，社会資本の老朽化対策には，別途コラムを設け

て，中学生のより深い理解を促しています。

［これからの社会資本のあり方］時代の変化に

応じて，求められる社会資本と公共事業は変化

していきます。少子高齢化に対応するためには，

階段のある駅や歩道橋なとcのバリアフリー化を

進めることが必要です。育児をしている女性が

働きやすいように保育園や託児所を整備するこ

とも重要な課題になっています。さらに，国際

空港や港の整備も，グローパル化のなかで日本

の国際競争力を維持するためには欠かせませ

ん。東日本大震災をはじめ自然災害で被害を受

けた社会資本の復旧・復興も重要で、あることは

いうまでもありません。あわせて，公共の建築

物や住宅の耐震化など， 災害に強いまちづくり

を進めることも求められています。

日本の道路や橋，公共の建築物は，高度経済

成長期に集中してつく られたため，建設から約

50年が経過し，今では老朽化が進んで、います。

これからは，新たな社会資本の整備だけではな

く，すでに整備された社会資本をどのように維

持・管理していくのかという視点も大切です。

インフラ整備の歴史を語りかける（自由社）

自由社の教科書は， 平成24年度版から，「みなさ

んの住む地域には，古くからある道路や橋，溜め池

や用水，堤防などがあリますか。そのそばにその完

成を祝ったリ，建設を指導した人を讃えた石碑があ

リませんか。昔から人々は，生活と生産のために必

要な大規模な工事を，地域の共同体で協力して行っ

てきました。そうしてつくられ，社会が共同で利用

する施設・設備・財産を総合して社会資本（インフ

ラストラクチャー）といいます。今日の社会資本に

は，上下水道，ごみ処理場のように国民の日々の生
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社会資本の整備に関する記述 ［平成28年度版中学公民教科書］

教科書名 教科11r本文の記述

［市場と政府］市場経済において，政府はいくつかの重要な役割をになっています。一つは，道路，港湾，学校などの社会資本や，

治安の維持，教育，全l会WI誌などの公共サービスを供給することです。これらの財やサービスは，国民の生活を維持するため
に重要ではあっても，十分な利経を生まないため，民間］企業だけでまかなうことは困問fです。そこで，税金を財源とする政府が，

これらの供給を行っています。←※ 「社会資本」に関するこれ以上の詳しい解説はない

東京書籍 ［地域経済の持続可能な発展］日本はこれまで，地域経済を成長させるために，外来型開発と呼ばれる大規模な開発事業を行っ

てきました。全国各地で高速道路や新幹線，港湾などの交通網を整備し，｜臨海部を大規模にllfl発して外部から工場を誘致し，
コンビナートを造りました。これによって，地域の人々が働く場所ができ，所得が増加し，地元企業にも好影響をあたえると

考えられていたのです。しかし，大都市とそれ以外の地域との所得絡差は解消せず，むしろ拡大する傾向を見せました。←※ 「社

会資本jに関連する別ページの記述

［社会資本とその充実のために］私たちの生活や産業を支える基盤となり， i!tもが共同で利用できる公共施設のことを社会資
本，サービスのことを公共サービスといいます。これらは，匡lや地方公共団体による公共事業として，私たちの生活を向上さ
せるために，公平に供給される必要があります。

戦後の日本では，大規般な工業用地や高速道路，港湾をはじめ，産業に関連する社会資本が俊先的に整備されてきた結果，

工業生産を中心に経済が大きく成長しました。今後は上下水道，公営住宅，公園，街路，学校，図書館，病院など生活に関連

教育Wit反
する社会資本の整filHをさらに進め，福祉 ・教育 ・文化なと生活ij/tki：体の充実を図る必'1;!があります。
その｜探，年齢や， F!Jがいがあるかないかにかかわらず，みな同じように社会の一員として自立した生活が送れるようにする

こと （ノーマライゼーション）が大切です。例えば，階段にIIIいす用のスロープを付けるなど，物理HI可.心理rr的な 「壁」 を取り
除く こと（バリアフリー）や，初めから誰もが利用しやすい設計にすること（ユニバーサルデザイ ン）は，すべての人にとって，

暮らしやすいまちづくりにつながります。

また社会資本に関しては，自然災害の猛威や頻度が増しているなかで，防災 ・減災への十分な配慮：や，入念な点検 ・補修の

必要性も高まっています。

［社会資本の整備］私たちの生活は，道路や下水道，公図，文化会館などの社会資本によって支えられています。こうした相会

資本の整備は公共事業とよばれ，国や地方公共団体の支出などでまかなわれています。高度経済成長期］には，道路が社会資本

整備の約4割をしめていました。しかし，近年ではその割合は低下しています。

［環境保全と相会資本］高度経済成長期に，日本の経済は急速に発展しました。その一方で，工場からのけむりや扮｜水なとによ

り環境の悪化が進み，さまざまな公害が発生しました。これに対して，環境の保訟を求める動きが活発になり， 1967（昭和42)

年には公害対策基本法が定められ， 71年には環境庁が；次世されました。こうした対策が進むにつれて，政府や企業は環境保談

に積極的に取り組むようになりました。

80年代に入ると，地球環境問題が深刻になり， 93（平成5）年には，環境保全に対する社会全体の責務を明らかにした環境基本

i去が施行されました。2001年には環境庁が環境省になり， 「持続可能な主i会jへ向けて，環境に配慮した社会資本の整備や法律
のil/lJ定が進められています。

帝国主ト｜淀 ［これからの社会資本のあり方］時代の変化に応じて，求められる社会資本と公共事業は変化していきます。少子高齢化に対応

するためには，階段のある駅や歩道橋などのバリアフリー化を進めることが必要です。育児をしている一次性が働きやすいよう

に保育園や託児所を経備することも重要な課題になっています。さらに，国際空港や港の整備も，グローパル化のなかで日本

の国際競争力を維持するためには欠かせません。東日本大i.：災をはじめ自然災害で被害を受けた社会資本の復旧・ 復興も重要
であることはいうまでもありません。あわせて，公共の建築物や住宅の耐震化など，災害に強いまちづくりを進めることも求

められています。

日本の道路や析，公共の建築物は，高度経済成長期に集中してつくられたため，建設から約50Jfが経過し，今では老朽化が

進んでいます。これからは，新たな社会資本の挫備だけではなく，すでに整備された社会資本をどのように維持・管理してい

くのかという視点も大切です。

社会資本は，税金などの図民のお金を使って整備するものです。私たちは限られた予算のなかで，どのような社会資本が必

姿なのか，つねによく考えていく必要があります。

［社会資本］←※本文掲載の重要詩句「社会資本jを解説する文i;lより

日本文救出版
多くの人々が社会的に共｜司で利用する施設で，国や地方公共団体が公共事業として整備してきました。

社会資本には，高速道路，港湾や工業用水など，産業活動のii£撚となるものがあります。また，上下水道，街路や公園や緑地，

学校 ・図書館・体育館，病院や老人ホームなど，衛生，環境，教育 ・文化，社会福祉の生活基披となる施設もあり ます。

［これからの社会と社会資本］←※本文掲載の重要請句「社会資本」を解説する文章より

社会資本とは，道路上下水道・学校など生活や産業のi!J倣となる公共的な施設のことである。
だれもが利用しやすい交通手段の整備やバリアフリー化，地震や洪水などによる災害を未然に防ぐまちづくりなど，地域の

特性や実情を考慮しながら，人びとが安心してくらせるように，生活者の視点に立って社会資本を充実させていく ことが求め

ii'i;,Jef！｝／淀
られている。

［経済成長と福布！の調和lを求めて］第二次世界大戦後の日本では，経済復興とその後の高度経済成長にともない税収が増え，教

育 ・福祉の向上も進み，政府の果たす役割と領域は大きく広がった。一方で，国の予算の多くが，道路や橋，またはダムや空

i甚なとの建設といった産業五回生整備に向けられ，経済成長とIJfJ発政策を促進した。
その結果，財政の負担も大きくなり，医｜の借金もふくらんできた。すでに800兆円をこえた匡l依残高の返済と新たな｛昔り入れ
は，国の予算を大きく圧迫し，将来の国民の負担も重くしている。←※ 「社会資本」に関連する別ページの記述

活に欠かせないもの，港湾施設，工業用水など産業

基盤として生産活動に欠かせないもの，さらには道

路，鉄道，空港，電気の供給，電話やインターネッ

トなどの通信の施設・設備など，国民生活にも生産
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［相会資本と公共サーピス］市場経済は，市場のはたらきによって成り立っています。しかし，それだけで望ましい結採が迷

成できるわけで、はありません。市場のはたらきには限界があります。市場で購入できる財やサービス（私「l'I財）の消費だけから，
生活の泣かさが得られるわけではないからです。

それをおぎなうのは政府です。政府が公共財である学校や図書館，公園や病院などを充実させることによって，私たちの生

i舌はR：に泣かなものとなります。このような施設を一般に相会資本とよびます。社会の基盤づくりのための活動を行うのも，
政府の重要な仕事のひとつです。

［インフラの整｛ltil日本は高度成長期以降， :wr，：・宇和i]lや高速道路，橋や堤防や水道管， j巷や空港といった社会的な基盤となる施設
（インフラストラクチャー）を整備し，それを基に世界有数の経済大国になりました。

しかし，当時のコンクリート椛造物や港や堤防や水道管などの多くは， 3在11111.建設後すでに約50五｜＝を経過し，近年，老朽化
にどのように対応していくかが問題になっています。

それにもかかわらず，政府の公共事業費は2002（平成14）年度から削減され続け，それらの点検 ・整備も十分には行えない状

育鵬社
況になっています。

［国民を守る防災・減災］日本は国土の地型的な特性上，地震や津波や火山の11（＼火．台風やi:Jt、水，大雪などの自然災害がしばし
ば起こります。以前から， 首都直下地震や京ifij・東南海 ・南iii！＇地震の可能伯もJ¥1怖されてき ました。そこで， 2011（平成23）年
に起こった東日本大震災を受けて，大規mな災害による被害の拡大を防ぐため.11.；、くti：会資本！！＼H!Hをj:ffiめることを雌り込んだ
「防災・ i！≪.災争？に資する医IUnt靭化基本法」が201311三に成立しました。
この法律は，「人命の保設」「l主｜家と相会の機能の維持」「匡｜民の財産と公共施l没の被；＇：－の Mノl、化」「jll述な彼II二I.復興」のl旦｜

つを基本 ｜｜ 似とし， 2020 ' 1 ＇·の京京オリンピ y ク・パラ リン ピックに向け，必~な丸i;rzを泊めることになっています。

老朽化なとでJW裂のおそれのある辺路や焔などインフラを点検し，制lN＇管理や 11!:本Irを＼＇（Clに’K施していく ことは，私たちが
安定した生活をしていくうえで，欠かせないことです。

また，災筈時に国の中枢機能が失われないように，エネルギーや交通の過度な一極集，1，を泣け．鉄道や高速道路なとεの交通

大動脈の代替ルート を強制Hすることなどにより，地方でバックアァプする体制lを控えるなどの危機信州システムを桃築するこ
とも必要です。

さらに，政府が迅速なi盛期iや人命救助のための体制を確保し，地域での防災教育の充笑をIiiっていく ことも今後の；｛日＇.：むです。

［生活と生産を支える社会資本］みなさんの住む地域には，古くからある道路や杭，溜め池や川水，堤防なとがありますか。そ

のそばにその完成を祝ったり，建設を指導した人を讃えた石仰がありませんか。昔から人々は，生活と生産のために必裂な大

規模な工事を，地域の共同体で協力して行ってきました。そうしてつくられ，相会が共同で利用する施設 ・設備・財産を総｛＼－

して相会資本（インフラス トラクチャー）といいます。

今Flの社会資本には， I. 1: ;Jく ill，ごみ処JI Iリ必の ように国民の日々の生活に欠かせないもの，港湾施設，工業用水など産業~.~

維として生産活動に欠かせないもの，さらには道路，鉄道，空港，電気の供給， i屯話やインターネットなどの通信の施設・日立
明Hなど.liil民生活にもノ｜版活動にもjl｛に欠かせないものがあります。

また．’i：校， ｜豆｜山内＇：. w物館，公l呈I,iill動場などのように多くの人が使う教育 ・文化施設も社会資本です。保健所や病院の
ような 1~： 1 ：~； · 医総施設も社会資本です。 そのほか， ｜’ ｜ 然 f.~1境保議の制点から行う「l然環境の補修 ・1在世iiiや，遺跡，寺院などの

自民l社 文化財 ・文化足U（のf与＇.，；生 ・強備なども，過去からぶ米へとJI'枕していくれ会のためのH会資本の撚備として考えられます。
［社会資本充実のための費用］社会資本の建設と品li'JNには1,:fu'iのt'i川がかかるため、多くの場合， illi’1；（・の収話事業として行う こ
とができません。なかには，電気 ・ガス・ 水道や公共交通機｜見lなどのように、f山川料金を徴収して狗1没・設備の建設計や運用
の費用をまかなう場合もありますが，多くのものは，匡lや地｝j公共IJI体によって税全や公wからなる公的資金を投入して整備
されています。特に道路，港湾施設，ダムなど長期にわたって巨額の資用がかかる建設事業は公共・Ji業と呼ばれ，公的資金を

主な財源として，長期lにわたって投資したり融資したりしてまかなわれます。
［求められる質の充実］快適な生活という意味から，最近では，社会資本の質も問われるようになり ました。公共交通機関や公

共の施設・設備は， 高齢者や1:1~答のある人たちも利用しやすいように， 段差をなくしたり，点字の併記を，i1けるなとのバリア

フリー化が進んでいます。2000（平成12）年には， 高齢者や障害者も公共交通機関を利用しやすくするため，交通バリアフ リー
法がililJ定されました。

※アンダーラ インは 「平成28年版」 で新たに加筆・修正された部分 （•降微なものを除く 。 対 「平成24年版」）

活動にも共に欠かせないものがあリます」という書

き出しで始まり，見聞き2ページを使って，社会資

本の役割，種類，財源，今後のあり方まで，詳しく

解説しています。

一方，「社会資本の整備」を見出し（節 －項 目）

として扱っていない教科書や 本文ではなく用語解

説扱いとする教科書もあります。

財政赤字（国債発行）要因の説明に差異

景気変動と公共事業との関係については，ほとん
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どの教科書が「デフレ時には減税を実施し，公共事

業を増やす」「インフレ時には増税を実施し，公共

事業を減らす」とする財政政策を明示しています。

一方，財政赤字（国債発行）の要因の捉え方－説明

の仕方は，教科書によって差異があります。多くの

教科書（本文）は，財政赤字（国債発行）の要因を「税

金だけでは必要な収入をまか芯え芯い場合」と簡潔

に説明していますが，「社会保障関係費などの歳出

の増加や，度重なる景気対策などのため」や，「不

景気で税収が減って社会保障や災害復旧のための資

金が足りなくなったときなどに，国債を発行しなけ
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間接税は同じ商品を！：／った

ー人は同じ額の税金を支f白才僚では 公平と考えられます。しかし

所得の少ない人ほぞ「所得こしめる税負担のmil答が大きくなり 負

担感を強める傾向（）主進性）があります。
こうリ ,I. 隼， 、秒A

このような点を考慮して！直接税と！間接税の割合（蚕同比率）につ

いて，国民的な合主主が必要です。

策など両候補の政策（公約）の遣いを

告種メディアが対立軸で大きく取り

扱っていましたが ι 両候補の政策（公

約）の方向性にほとんど遣いがなかっ

たことから，選挙の論点（争点）になら

なかったテーマが一つありました。そ

れが 「インフラ投資Jです。意見の対

立が目立った二人でしたが，「インフ

ラ投資」については見解が一致して

いました。

国債発行残高の推移
［出典： 育鵬社 ［新編］新しいみんなの公民（平成27年3月検定）］

クリントン氏は「（連邦政府によ

る）将来への投資があまりにも少な

い」と主張。今後5年間で2,750億

ドル（約28兆円）を投じ，高速鉄道を

ればならないことがあります。景気を良くするため

の公共事業を国債でまか芯うとともあります」と詳

しく説明している教科書もあります。また，国債発

行残高の推移グラフを，特例国債（税収不足を補う

ために発行）と建設国債（公共事業芯どを行うために

発行），復興債（東日本大震災からの復興財源として

発行）にしっかり区分して，国債発行残高の増加幅

とその要因を丁寧に考察させる教科書もあります。

一方で，道路・橋・夕、ム・空港建設などの産業基盤

の整備や，行政組織の複雑化，行政の権限 費用

人員の肥大化を財政赤字の深刻化の要因としてあげ

る教科書もあります。

2016年アメリカ合衆国大統領選挙とインフラ

政策

2016年ll月8日（現地時間）, 2016年アメリ

力合衆国大統領選挙の結果（速報）が全世界を駆け巡

りました。選挙結果は 過激芯発言で、話題を集めて

きた共和党のドナルド トランプ氏が民主党のヒラ

リー・クリントン氏に勝手lj。アメり力だけでなく全

世界のメテ、ィアが「衝撃」「驚くべき番狂わせ」「予

想外」「まさか」 といった見出しで、二ユースを

伝えていました。

今回の選挙では，外交政策経済政策移民政
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含む公共交通機関などを整備すると公約していまし

た。

一方のトランプ氏も，選挙戦中盤までは，具体的

な投資計画を明うかにしていませんでしたが，「イ

ンフラ投資が米国の競争力を強化し，何百万もの

雇用を創出する」と強調。クリントン氏の「少な

くとも2倍」は投資すると表明していました。そし

て，選挙戦終盤に（l 0月22日のペンシルベ二ア州

ゲティスパーク、の演説で）示した 「100日計画Jで

は，「10年間でl兆ドル（l 06兆円）」を老朽化し

た道路や橋 g トンネルの改修に投入すると打ち出し

ていたのです。

アメリ力の高速道路や橋，水道，空港，港湾施設

等のインフラストラクチャ一 （infrastructure）は

ひどく老朽化しています。米国土木学会によると．

アメリ力は2020年までに3.6兆ドルのインフラ投

資が必要だと言われています。

このような事実を受け，クリントン， トランプ両

候補ともインフラ投資の拡大を大統領選挙の公約に

掲げていたのです。

トランプ氏の勝利宣言

そして， トランプ氏の勝利宣言。スピーチの言葉

数は少なく，第45代アメリ力合衆国大統領に就任
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した際の政策めいたことはほとんど口にしていませ

んが，その中で唯一とも言える具体的な政策方針を

示したのが「インフラ投資」に関する内容でした。

1 1月10日付け読売新聞（朝刊）は， トランプ氏の

勝利宣言を英文（原文）と翻訳文で全文掲載していま

す。「インフラ投資jに関するスピ チは次の通り

です。

Donald Trump’s Victory Speech 

We are going to fix our inner cities and J・ebuild

our highways, bridges, tunnels，αirports, schools, 

hospitals.日々’regoing to rebuild our ir併用astructure,

which will become, by the waメsecondto none. And 

we will put millions of our people to work as we 

rebuild it. 

トランプ氏 勝利宣言

「私たちは，（治安の悪い）中心市街を立て直し，

高速道路や橋， トンネル，空港，学校，病院を

再建する。インフラをどこより も優れたものに

建て直す。建設の仕事のために何百万人もの人

に従事してもらう。」

民主党の候補者選ぴ段階でも

今回の大統領選挙の週程を振り返ってみると，民

主党の候補者選び，初の女性大統領を目指すヒラ

リー ・クリントン氏と ベテランのアウトサイダー

で「民主社会主義者」を自称するパ一二一 サン

ダース上院議員の二人の争いの段階でも，「インフ

ラ投資」 に関するこ人の見解は一致していました。

サンダース氏は，全米のインフラの補修と改善に

5年間で1兆ドルを投じる計画を公約として掲げ，

ブロード／〈ンド回線や高速道路，夕、ム，浄水設備や

水道管，鉄道など，その対策は多岐にわたっていま

した。「経済は最悪の不景気だった頃から著しく改

善しているが，私たちの国は今なお，深刻な雇用危

機に直面している。それなりの賃金が得られる雇用

を，数百万人分は創出する必要がある。今すぐにだ。
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インフラ投資は，その最善の方法の1つになる。」

首尾一貫してインフラ整備を重要視するアメ

リカ

8年前（2009年l月） 第44代アメリ力合衆国

大統領に就任したパラク・オパマ氏は，最初の就

任演説において，「新しい雇用を創造するだけでな

く，成長の新しい基盤を築くために我々は行動する。

我々は商業の糧となり，我々を結びつける道路や

橋，送電網や通信網を造る。科学を本来あるべき地

位に引き上げ，医療の質の向上とコス トを抑えるた

めに素晴らしい技術を駆使する。太陽，風，大地を

使い自動車を動かし，工場を稼働させる。新しい世

代の需要に合うように学校や大学を変革していく。

乙れ5はすべて実現可能だ。そして我々はこれらを

すべてやる。J(NIKKEi NET訳）と語りました。そ

の後も， オパマ大統領は，インフラ投資に対して積

極的な政策（意思表明）をとり続けてきました。（残

念ながら， アメり力合衆国議会の「ねじれj状態に

よって，実現しなかったものも少芯くありませんが

2017年1月20日に第45代アメり力合衆国大統

領に就任するトランプ氏も 就任演説において，明

確な「インフラ投資」政策を表明するに遣いありま

せん。

グ口－）Uレ化した世界において厳しい経済競争を

生き残るためには，自国の社会資本（インフラ）整備

は十分でなければなりません。欧米諸国は，過去か

ら現在に至るまで首尾貫して産業・経済の基盤と

なるインフラ整備を重要視しています。

中学校最終学年で学，3，公民教科書の影響は小さく

ありません。教科書編集者，教科書採択者，社会科

教員など関係者の力量が問われています。
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